










休眠預金活用事業 事業計画書 【2023年度通常枠】

基本情報

優先的に解決すべき社会の諸課題

○ (1) 子ども及び若者の支援に係る活動
① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援
② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援

○ ③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援
⑨ その他

○ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動
○ ④ 働くことが困難な人への支援

⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
○ ⑥女性の経済的自立への支援

⑨ その他
○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動

○ ⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
○ ⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

⑨ その他

資金分配団体

事業の種類4

領域／分野

その他の解決すべき社会の課題

事業の種類1 ②ソーシャルビジネス形成支援事業
事業の種類2
事業の種類3

申請団体 資金分配団体
事業名（主） 九州・沖縄の生産者かがやく輸出促進事業
事業名（副）
団体名 株式会社全農ビジネスサポート コンソーシアムの有無 なし

必須入力セル

任意入力セル



SDGsとの関連

Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 187/200字

(2)団体の概要・活動・業務 141/200字

ＪＡグループをはじめとする一次産業生産者の所得向上と地域活性化を図るため、生産者と消費者を結ぶ懸け橋となる事業サポートをおこなってきた。
今後も実行団体の事業効率化・目標達成のため、当社のノウハウや専門性を活かした価値あるサービスを提供していく。
ＪＡグループの一員として、自然を大切にする企業をめざすとともに、法令等を遵守し、高い倫理意識をもって誠実な企業活動をおこなう。

JA全農が100％を出資する子会社。東京の本店、地方7支店において広告宣伝をはじめ不動産、施設管理、損害保険、業務受託ならびに情報システム開発・運用管理等の事業を展開している。全農を
はじめとするJAグループや生産者団体および行政等の農林水産業の推進PRに関する事業等を受託している。

_8.働きがいも経済成長も 8.3   生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベー
ションを支援する開発重視型の政策を促進するとともに、金融
サービスへのアクセス改善などを通じて中小零細企業の設立や
成長を奨励する。

主に中小の案件形成からPR活動につなげてきており、雇用創出、イノベーション支援を通じて地域産業
育成に取り組んでいる。

_9.産業と技術革新の基盤をつ
くろう

9.2   包摂的かつ持続可能な産業化を促進し、2030年までに各
国の状況に応じて雇用及びGDPに占める産業セクターの割合を
大幅に増加させる。後発開発途上国については同割合を倍増さ
せる。

人口減少、高齢化により産業としての農業就業人口が減少に対しPR活動を通じ持続可能な産業となるよ
う活動している。

_17.パートナーシップで目標
を達成しよう

17.17 マルチステークホルダー・パートナーシップ   さまざま
なパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公
的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進する。

施策としての農産物のブランド化等において関係者のパートナーシップに基づく産地形成等に寄与する
活動を行ってきた。

ゴール ターゲット 関連性の説明



Ⅱ.事業概要

(終了)

事業概要

351/800字

直接的対象グループ

対象地域内の農業法人、農業生産者団体

(人数)

300団体（企業等を含む）

最終受益者 農業法人の経営者及びそこで働く従業員
本事業による取り組みで売上・付加価値アップや従業員の待遇改善、従業員数
の増加につなげる。
加工、輸送等フードビジネス従事者も含む

(人数)

9,000人（積算：平均30名×300団体）

対象地域である九州沖縄では、人口減少、高齢化を背景として食料生産基盤が揺らいでいる。国内の需要が先細りする中、海外の需要を取り込みたいが、個別農林水産
業生産者団体では流通チャネルを構築するのは容易ではない。
そこで、海外の需要を取り込むため、輸出に取り組みたい農林水産業生産者・団体に輸出促進に必要な機会（商談会・相談会等）を提供する。マーケットインによる需
要の高い作目の選択や加工品を含めた商品開発、流通の構築、知見の蓄積による人材育成、組織基盤強化に取り組む。
合わせて海外への輸送など輸出関連事業を展開する企業・団体との連携体制と構築し、地域の資源を集約して販路を創っていく。
これらの施策によりやる気はあるが手法を持ち合わせてない農林水産業生産団体の経営改善を行い、農業生産地域の活性化を図る。

実施時期 (開始) 2023/12/1 2027/3/31 対象地域 九州沖縄

実行団体における、不動産（土地・建物）購入の想定有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新築含
む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は認められま
す。詳しくは公募要領をご確認ください。

なし



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 735/1000字

(2)課題に対する行政等による既存の取組み状況 138/200字

(3)課題に対する申請団体の既存の取組状況 158/200字

(4)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 219/200字

Ⅳ.事業設計
(1)中長期アウトカム

対象地域である九州沖縄地域において、農林水産業及び食料産業は重要な産業である。基盤となる農林水産業では高齢化が進み、農村地域の維持が危ぶまれている。一方国内需要は人口の高齢化と
減少を受けて、食用米の価格は20年前と比べ30%程度減少し。牛乳などの畜産物も需給による価格の据え置きなどで価格転嫁が十分には進まない状況である。
解決方策のひとつとして農林水産物（加工品含む）の輸出拡大に向け国を挙げて取り組んでるが、輸出額14,148億円（2022年）のうち、5,050億円は酒類及び調味料を主とする加工品、3,860億円が
水産物及び調製品、林産物が637億円となっており、残りの約4,600億円（32%）がいわゆる農畜産物に当たる。比較的輸出が堅調といわれる和牛肉においても、ステーキ肉として需要があるロース
などの部位、量にして５％程度の輸出に留まり、国内価格を下支えする程度である。輸出の拡大が生産者団体の所得（収益）向上にまで至っていない現状がある。
九州沖縄では中小事業者により輸出に向けた努力がなされてきているが、国による支援は渡航費の一部、商品開発の一部等にとどまり、産地形成や流通体制、人材育成などは産地及び個別経営に任
されている状態である。
しかし、個別経営が持つ経営資源のみでは、海外で行われる商談会への参加が精一杯でニーズをとらえた商品開発や生産基盤の強化や商流をつくるに至らない場合が多い。
九州沖縄地域は農畜産業が盛んな地域であり、いわゆる農業生産額では全国の2割であり、地域産業の根幹を担っている。農業の地域産業としての未来を創るため、個別経営体、農業生産者団体によ
る輸出拡大への取り組みが行われ、その知見が地域に波及する仕組みづくりが必要である。

行政の事業では、行政が推進するブランドや一定以上国内での知名度があり、成功の可能性が高い主力品目の輸出事業は多くみられる。
一方、中小規模のブランドや品目については、輸出販路拡大の意欲はあっても補助割合等により自己資金の捻出や人員不足により手を上げられない生産者団体が多い。

行政プロポーザル等に参加し、2021年度に苺の現地ニーズを捉えたパッケージの作成とテスト販売等の事業を受託した。事業経験やグループならではのネットワーク等を活かし、アジア圏への輸出
販路開拓企画を作成して推進をおこなってきたが、事業運営や人材を確保する費用が捻出できない理由等により個別団体での企画実施に至っていない。

対象地域においては、輸出に向けた取り組みが模索されているが、中小規模の産地においては資源不足のため人材育成も出来ず行政からの支援もなかなか得られない。また海外のバイヤーとのルー
ト確保も自ら行うしかない。休眠預金活用により複数年度にまたがり活動を行うことが出来ることから知見経験の蓄積やフィードバックしての商品開発まで含めた取り組みが可能となり、輸出による
販路開拓により、生産量の増加による所得向上、雇用の促進及び安定雇用の実現等を目指す。

農業経営法人及び生産者団体等が輸出拡大に向け、商品開発、生産基盤の強化及び流通に係る体制整備を行い、現地商談会や交流会、個別面談等を通じた販路を構築することで、農業経営法人及び
生産者団体等が生産・販売力を強化し、自らの力で輸出できるようになる。
該当地域の農畜産物加工企業や流通企業との連携により九州沖縄で自立した輸出ルートを構築する。
地域産業の根幹となる農林水産業の発展により一次産業のみならず地域食料産業が活性化することで地域雇用、地域経済が発展する。



(2)-1 短期アウトカム（資金支援） 指標 100字 初期値/初期状態 100字

(2)-2 短期アウトカム（非資金的支援） 指標 100字 100字

海外現地バイヤーと商談会等を行い販売ルートを確立する。 販売ルート数 未開拓 5つ（2027年3月）

事業推進のためのマッチング、専門家によるセミナー等を開催し、輸出に必
要な知見の共有や人材育成を行う。

マッチング企業・団体、セミナー等の開催数 マッチング、セミナー等がなされていない状態。 マッチング10、セミナー等開催
９（四半期に1度）（2026年12
月まで）

事業趣旨に沿ってガバナンス・コンプライアンス体制を構築し、必要な情報
を適宜公開・発信する。

情報公開数 情報発信されていない状態。 事業推進に係るもの60（2カ月
に一度×5団体×30カ月間）、
規程類などの公開5団体（2027
年3月）

100字 初期値/初期状態 目標値/目標状態（目標達成時期）

実行団体の公募を行い、事業趣旨に沿った事業内容・団体を採択する。 実行団体採択数 採択が行われていない状態。 5団体を採択する。（2024年4
月）

輸出先の言語等・文化等を踏まえたセールスに必要なデザイン、サンプル、
パッケージ、動画等を制作し、需要を喚起するための販売力を強化する。

販促資材の数 対象国向けの販促資材は作成されていない。 販売力強化につながる販促資材
が20作成されれる。

輸出先からの品質保持等の要望に対応するための流通や保管に係る設備機械
を導入することで、流通体制が構築され販売力の強化につながる。

流通経路の数、導入された設備機械の数 対象国を想定した設備機械、流通経路は存在しない。 必要な設備機械が導入される。
流通経路が５開拓される。
（2024～2025年度）

輸出先へのテスト販売、広報を行い、開発した商品が店頭で提供され、生
産・流通・販売体制が構築される。

構築された販売体制の数 対象国向けの販売体制は構築されていない。 生産・流通・販売体制が５構築
される。（2027年2月）

100字 目標値/目標状態（目標達成時期）

海外のニーズを把握するための現地視察等調査、商談会への出席、交流会を
行い、需要が見込める商品を開発し、商品開発力を強化する。

現地視察、商談会出席の数
商品開発数

ニーズ調査及び開発が行われていない。 現地視察商談会10。ニーズを踏
まえた商品が10開発される。
（2024、2025年度）



200字
16/200字

12/200字
18/200字
39/200字
30/200字
21/200字
26/200字
26/200字
20/200字
18/200字
0/200字
0/200字

200字
62/200字
17/200字
57/200字
47/200字
26/200字
39/200字
0/200字
0/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

42/200字

99/200字

広報戦略
プレスリリース、公式SNSの作成・情報配信、関係団体等への個別案内、公募説明会の開催

連携・対話戦略

行政との連携実績に加え、輸出関連企業、海外現地コーディネート企業との連携も可能。業務管轄でる九州沖縄の300を超える農業・食料関連企業及び
団体との取引もあり、ニーズを把握した実施をできる体制がある。

公式SNSの作成・情報発信（公募情報や事例の公開等） 2024年1月～2027年3月
組織基盤強化、ガバナンス・コンプライアンス体制整備のための集合研修及び個別支援 2027年3月迄

(3)-2 活動：組織基盤強化・環境整備：非資金的支援 時期
実行団体の公募（公募説明会、事業計画の書き方相談会開催、個別相談会開催、外部有識者による審査会、採択後のオリエンテーション） 2024年2月～3月
現地視察ツアー・合同商談会等の企画 2024年度2025年度を中心に実施
事業推進のためのマッチング（輸出業者、マーケティング専門家、商談会等運営会社、機材メーカー、製作会社等）機会の創出 2024年度
各種セミナー（事業モデルや成功事例の紹介、人材育成や広報戦略等の専門家を招いての勉強会）の開催 2024年～2026年度

流通や保管における品質保持等のための設備･機械の購入 2025年度
テスト輸出（輸送）・テスト販売（飲食店タイアップ等） 2025年度
広報（広報資材の作成、媒体等での広報等） 2024年12月～2026年度
輸出対応のための人材育成、知見の蓄積 2027年2月

現地視察、商談会への参加 2024年12月～2025年度
シェフやバイヤーの招聘、交流会の開催 2024年12月～2025年度
ニーズの高い商品の生産、加工品等の商品開発（試作、栄養分析、内部試食検討会等） 2024年12月～2026年度
セールス動画作成（産地のイメージ、特徴、生産者、開発秘話等） 2025年4月～2026年6月
デザイン開発・サンプル作成、パッケージ作成 2025年～2027年2月

(3)-1 活動：資金支援 ※資金分配団体入力項目 時期
現地ニーズや事業効果に関する調査 事前のニーズ調査は初年度に実施、以後

2027年2月



Ⅵ.出口戦略・持続可能性について 助成期間終了後も社会課題の解決に向けた活動を継続させる戦略・計画を記入してください。

197/400字

136/400字

Ⅶ.関連する主な実績
(1)助成事業の実績と成果 143/800字

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 224/800字

Ⅷ.実行団体の募集

96/200字

20/200字

147/200字

申請団体に助成金を分配した実績がないことから、助成金分配経験のある担当者（福岡県関連団体にて助成金分配及び伴走支援の実績）を配置し、外部から休眠預金等活用事業における助成金分配
及び伴走支援実績を持つ人材（コロナ枠１，通常枠２事業）をアドバイザーとして招聘し、事業推進に万全の体制を取る。

①調査研究：なし
②連携・マッチング：県産ブランドいちごの販売拡大（ニーズ調査、ニーズを捉えたパッケージ作成・新パッケージでのテスト販売・広報、効果検証のための専門家分析、オンライン事業報告会の
実施・運営）
③伴走支援：各種研修の事務局やＪＡ等が主催する全国大会事務局等の一員として参加、伴走をおこなった。また、農業分野の体験・研修の企画・運営の中で、就農希望者のヒアリングから行政・
団体・農業法人等の窓口への紹介等をおこなっている。

(1)採択予定実行団体数 5団体

(2)実行団体のイメージ

農業経営体（法人格あり）、JA、経済連、JFなどの生産者団体を対象として農林水産物及び加工品の輸出に意欲があるが活動に資金や人的資源を割けないなど資源不足
により取り組みが出来ていない企業・団体

(3)1実行団体当り助成金額
上限4,500万円（平均3,000万円）

(4)案件発掘の工夫

当社は九州沖縄を業務エリアとしており、常時300を超える農業経営、企業・団体との取引がある。プレスリリースやそれらの団体等に対し個別で案内するとともに
SNS等当社媒体による広報も行う。対象地域市町村への案内、公募説明会、事業計画書き方相談会等を通じて案件発掘及び申請書内容の高位平準化を目指す。

資金分配団体

自らの資金や人確保が難しい状況にある一次産業の衰退は、ＪＡグループ全体および当社の存続にもかかわる問題である。当事業にチャレンジするこ
とにより構築されたスキームを活かし、信頼関係を確固たるものにする。当事業事業終了後は、類似事業や他の一次産業の課題解決のための資金分配
団体として活動していくとともに、当社各支店、グループ企業や団体の資金分配団体申請のサポートもおこなえるよう事業化していきたい。

実行団体

今まで国内需要を見ながら生産拡大に取り組んできたが、自らの資金量や活動量の確保が難しい状況あるが、当事業により課題の洗い出しや魅力的な
商品開発による新たな販売ルートの開拓等により、単価・生産量（収入）アップはもちろんのこと、担い手の確保・雇用増により地域の活性化につな
ぐ。





資金計画書 1

資金分配団体
2023/12/1 2027/3031

事業名
団体名

助成金

176,640,000 176,440,000

150,000,000 150,000,000
26,640,000 26,440,000

プログラムオフィサー関連経費 26,620,000 26,620,000
評価関連経費 16,300,000 16,300,000

8,800,000 8,800,000
7,500,000 7,500,000

219,560,000 219,360,000合計 200,000

合計

資金分配団体

－
資金分配団体 －
実行団体用 －

実行団体への助成 0
管理的経費 200,000

－

自己資金・民間資金

事業費 200,000

バージョン
（契約締結・更新回数）

申請団体
事業期間

九州・沖縄の生産者かがやく輸出促進事業
株式会社全農ビジネスサポート

～



資金計画書資料 ①調達の概要

1. 事業費（助成金、自己資金・民間資金） [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

2,982,000 82,886,000 45,386,000 45,186,000 176,440,000
75,000,000 37,500,000 37,500,000 150,000,000

2,982,000 7,886,000 7,886,000 7,686,000 26,440,000
0 0 0 200,000 200,000

0
200,000 200,000

2,982,000 82,886,000 45,386,000 45,386,000 176,640,000
0 75,000,000 37,500,000 37,500,000 150,000,000

2,982,000 7,886,000 7,886,000 7,886,000 26,640,000
100.0% 100.0% 100.0% 99.6% 99.9%

2. プログラム・オフィサー関連経費（助成金） [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

3,022,000 7,866,000 7,866,000 7,866,000 26,620,000
1,660,000 4,980,000 4,980,000 4,980,000 16,600,000
1,362,000 2,886,000 2,886,000 2,886,000 10,020,000

3. 評価関連経費（助成金） [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

720,000 5,320,000 5,170,000 5,090,000 16,300,000
720,000 2,820,000 2,670,000 2,590,000 8,800,000

2,500,000 2,500,000 2,500,000 7,500,000

4. 合計 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

6,724,000 96,072,000 58,422,000 58,142,000 219,360,000
6,724,000 96,072,000 58,422,000 58,342,000 219,560,000

実行団体用

助成金計(A+C+D)
総事業費(A+B+C+D)

プログラム・オフィサー人件費等
その他経費

評価関連経費 (D)
資金分配団体

管理的経費
補助率 (A/(A+B))

 

プログラム・オフィサー関連経費 (C)

自己資金・民間資金 (B)
実行団体への助成
管理的経費

合計 (A+B)
実行団体への助成

助成金 (A)
実行団体への助成
－
管理的経費



※指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合
金融機関からの融資や財団からの助成を受ける等の理由で本事業の指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合、
上記1から3までの総事業費には含めず、以下に当該資金の金額および使途を記入してください。

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計
0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 99.6% 99.9%

使途 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

指定口座外で管理する自己資金・民間資金合計 (E)
補助率 (A/(A+B+E))
該当の自己資金・民間資金に関する説明を付してくだ
さい。（調達確度に関する情報を含む）

調達先



資金計画書資料 ②自己資金・民間資金

(1)年度別合計 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 計

自己資金･民間資金 0 0 0 200,000 200,000

(2)内訳
1.事業費「自己資金・民間資金 (B)」の調達予定について、調達方法、調達金額、調達確度、調達時期等を記載してください。

年度 調達方法 調達金額[円] 調達確度
2026年度 自己資金 200,000 C:調整中

説明（調達時期等）



事業名：

団体名：

<留意点>

公募システム添付先 提出する書類
提出
形式

通常
枠

チェック 備考

助成申請書 様式01 助成申請書 PDF ● 添付済み ※書式厳守（登録印の押印が必要）

事業計画書 様式02 事業計画書 Excel ● 添付済み ※書式厳守

資金計画書等 様式03 資金計画書等 Excel ● 添付済み ※書式厳守

申請書類チェックリスト Excel ● 添付済み ※書式厳守

事業設計図補足資料 事業設計図補足資料 PDF 任意

その他（計画の別添等） 会社概要パンフレット 添付済み
※団体パンフレットや広報誌等、参考となる資料があれば提出してください。
※「提出する書類」の欄に提出する書類名を入力してください。
※欄が足りない場合は行を追加してください。

団体情報 様式05 団体情報 Excel ● 添付済み ※書式厳守

役員名簿 様式06 役員名簿 Excel ● 添付済み

※書式厳守
※役員名簿にはパスワードをかけ、パスワードはJANPIA WEBサイトから指定の
フォームでJANPIAに送ってください。（詳細は、JANPIA WEBサイト申請ページ
をご確認ください。）
※ 過去資金分配団体に採択された団体で、最新の書類を提出済みの団体は提出不
要です。

規程類必須項目確認書 Excel ● 添付済み ※書式厳守

定款 定款 PDF ● 添付済み

規程類 規程類 PDF ● 添付済み

※該当する規程類が添付できていることを確認し、チェックしてください。
※過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択され
ている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要
です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。

登記事項証明書 登記事項証明書(全部事項証明書) PDF ● 添付済み ※発行日から３ヶ月以内の全部事項証明書の写しをご提出ください。

事業報告書（過去3年分） 事業報告書 PDF ● 添付済み
※設立から３年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出くださ
い。

貸借対照表 PDF ● 添付済み

PDF ● 添付済み

キャッシュ・フロー計算書◎ PDF ● 該当しない

附属明細書◎ PDF ● 添付済み

財産目録◎ PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

※設立から3年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出ください。
※随時枠の場合は前年度分のみ提出ください。

◎キャッシュ・フロー計算書、附属明細書、財産目録及び収支決算書について
は、作成している場合は提出してください。監事及び会計監査人による監査報告
書は監査を受けている場合提出してください。
※ソーシャルビジネス形成支援事業とイノベーション企画支援事業については、
「決算報告書類（過去３年分）」を参考書類として提出していただきます。

損益計算書(活動計算書、正味財産
増減計算書、収支計算書等)

収支決算書◎

監事及び会計監査人による監査報
告書◎

申請書類チェックリスト

九州・沖縄の生産者かがやく輸出促進事業

株式会社全農ビジネスサポート

・申請書類を提出する前に必ず本チェックリストを使って提出書類が揃っているか確認してください。
 本チェックリストも申請書類と合わせて提出してください。
・本申請チェックリストは事業ごとにご提出ください。なお、２事業目は、「団体ごとに提出する申請書類」の記載は不要です。
「申請事業ごとに提出する書類」のみ記載してください。

※通常枠では、申請団体は、4つの助成事業のうち、同一事業区分の中では1事業まで、異なる事業区分間では合計2事業まで申請できます。
なお、災害支援事業については、防災・減災支援、緊急災害支援、災害復旧・生活再建支援については組み合わせての申請も可能とし、この場合は１事業として申請してください。

申請事業ご
とに提出す
る申請書類 様式04 申請書類チェックリスト※本紙

団体ごとに
提出する申
請書類
※複数事業申
請の場合、2事
業目は記入不
要

様式07 規程類必須項目確認書

決算報告書類（過去3年分）



※コンソーシアムで申請の場合には、幹事団体は以下書類もご提出ください。

コンソーシアムの実施体制表 PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない ※書式厳守

団体情報 様式05 団体情報 Excel ● 該当しない

役員名簿 様式06 役員名簿 Excel ● 該当しない

規程類必須項目確認書 Excel ● 該当しない

定款 定款 PDF ● 該当しない

規程類 規程類 PDF ● 該当しない

貸借対照表 PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

キャッシュ・フロー計算書◎ PDF ● 該当しない

附属明細書◎ PDF ● 該当しない

財産目録◎ PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

申請事業ご
とに提出す
る申請書類

コンソーシアム関連書類
（申請事業ごと） 様式C01 コンソーシアムに関する誓約書

幹事団体以
外の各コン
ソーシアム
構成団体分
の書類

※該当資料の上記【備考】をご確認ください。様式07 規程類必須項目確認書

決算報告書類（過去3年分）
※該当資料の上記【備考】をご確認ください。
※申請時点で非幹事団体として決定している場合、非幹事団体分をご提出くださ
い。

損益計算書(活動計算書、正味財産
増減計算書、収支計算書等)

収支決算書◎
監事及び会計監査人による監査報
告書◎











































































































































































(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

(5)会員

都道府県 東京都
市区町村 文京区
番地等 小石川１丁目１番１号文京ガーデンゲートタワー１０階

団体情報入力シート

団体名 株式会社 全農ビジネスサポート
郵便番号 112-0002

団体種別法人格 株式会社（有限会社を含む） 資金分配団体

設立年月日 1960/09/01
法人格取得年月日

電話番号 092-718-8055

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://www.z-bs.co.jp/index.html

その他のWEBサイト
(SNS等)

代表者(1) 氏名 久保田治己
役職 代表取締役社長

フリガナ ダイヒョウトリシマリヤクシャチョウ クボタハルミ

氏名
役職

役員数［人］ 15

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［人］ 9
評議員［人］ 3
監事/監査役・会計参与数［人］ 3

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 0

非常勤職員・従業員数［人］ 0
有給［人］ 0
無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 696
常勤職員・従業員数［人］ 696

有給［人］ 696
無給［人］ 0

事務局体制の備考

団体会員数［団体数］ 0
団体正会員［団体数］ 0
団体その他会員［団体数］ 0

個人会員・ボランティア数 0
ボランティア人数(前年度実績)［人］ 0
個人正会員［人］ 0
個人その他会員［人］ 0







※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 九州・沖縄の生産者かがやく輸出促進事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 株式会社全農ビジネスサポート

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 確認が必要です。F列に未記入があるか、提出時期
と整合していません（E列が「内定後提出」の場合は
空欄にしてください）

確認が必要です。G列に未記
入があるか、提出時期と整合
していません。（E列が「内定
後提出」の場合は空欄にしてく
ださい）

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１０条

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１０条

内定後1週間以内に提出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１１条

内定後1週間以内に提出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１３条

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１５条

. . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

. . .

内定後1週間以内に提出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第２２条

内定後1週間以内に提出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第２３条

内定後1週間以内に提出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第２４条

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第２７条

内定後1週間以内に提出

. . .

理事の職務権限規程 内定後1週間以内に提出

⚫ 監査役の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 内定後1週間以内に提出

.

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

定款
（２）取締役の構成
「他の同一の団体の取締役である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある取締役の合計数が、取締
役の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

【参考】JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担
が規定されていること

監査役の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監査役を設置していない場合は、株主総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

（１）役員（置いている場合にのみ）の報酬の額 役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関
する規程（２）報酬の支払い方法

規程類必須項目確認書（株式会社）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いします。
◎以下の必須項目は、株式会社を想定したものです。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

規程類に含める必須項目

⚫ 株主総会の運営に関する規程

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

⚫ 取締役の構成に関する規程 ※取締役会を設置していない場合は不要です。

⚫ 取締役の職務権限に関する規程

⚫ 役員の報酬等に関する規程

（１）開催時期・頻度

（１）取締役の構成
「各取締役について、当該取締役及びその配偶者又は３親等内の親族等である取締役の合計数が、取締役
の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 取締役会の運営に関する規程 ※取締役会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「取締役会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する取締役を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること



⚫ 倫理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

公募申請時に提出
共－Ⅳ－０９ 反社会的勢力への対応基本方
針

全項

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

公募申請時に提出
共－Ⅳ－０４ 個人情報保護に関する基本方
針

全項

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

.

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 文書管理に関する規程 .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 情報公開に関する規程 .

情報公開規程 内定後1週間以内に提出

⚫ リスク管理に関する規程 .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 経理に関する規程 .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

（４）緊急事態対応の手順

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）基本給、手当、賞与等

以下の１.～３.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、キャッシュフロー計算書
３. 取締役会、株主総会の議事録（休眠預金活用事業に係る部分）

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、役職員、その他の事業協力団体の関係者に対し、特別の利益を与えないもの
である」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

倫理規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護

⚫ 職員の給与等に関する規程

















共通 個人情報保護に関する基本方針 

コンプライアンス                                                

共－Ⅳ－０４－1 

 

個人情報保護に関する基本方針 
 

改定 ２０２２年 ４月 １日 

 

当社は、さまざまな事業活動のなかで、お取引先等みなさまの個人情報を正しく取扱うことが社

会的責務であると認識し、以下の方針を遵守します。 

 

１．法令等の遵守 

個人情報を適正に取扱うために、「個人情報の保護に関する法律」（以下「保護法」という）、そ

の他個人情報の保護に関する諸法令および個人情報保護委員会のガイドライン等に定められた

義務を誠実に遵守します。 

また、特定個人情報を適正に取扱うために、「行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律」（以下「マイナンバー法」という）その他、特定個人情報の適正な取

扱いに関する関係諸法令およびガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。 

 

○個人情報とは、保護法に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別できる

ものをいいます。 

○特定個人情報とは、マイナンバー法に規定する個人番号をその内容に含む個人情報をいいま

す。 

 

２．利用目的 

個人情報（特定個人情報を除く）は、利用目的をできる限り特定し、あらかじめ本人の同意を

得た場合、および法令により例外として扱われる場合を除き、その利用目的の範囲内で取扱い

ます。 

特定個人情報は、利用目的を特定し、本人の同意の有無に関わらず、利用目的の範囲を超えた

利用はしません。 

○本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいいます。 

 

 

３．個人情報の適正な取得と利用目的の通知等 

個人情報の取得および利用目的の通知等は、適正かつ適法な手段で行ないます。 

 

４．第三者提供の制限 

法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ることなく、個

人情報（特定個人情報を除く）を第三者に提供しません。 

また、マイナンバー法により例外として扱われるべき場合を除き、本人の同意の有無に関わ

らず、特定個人情報を第三者に提供しません。 

 



共通 個人情報保護に関する基本方針 

コンプライアンス                                                

共－Ⅳ－０４－2 

 

５．安全管理措置 

取扱う個人情報を利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよう努め、また、安全管理のた

めに必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。 

 

６．保有個人データの開示等 

  本人からの、保有個人データの利用目的の通知、開示、内容の訂正・追加・削除、利用の停止、

消去の求めに対し、法令に基づき対応します。 

 

○保有個人データとは、保護法に定める当社が開示等を行う権限を有する個人データであって、

政令で定めるもの以外のものをいいます。 

 

７．苦情の処理 

  取扱う個人情報に関する苦情に対し、適切かつ迅速に対応します。 

 

８．取扱・管理の改善 

個人情報の取扱いおよび管理に関する内部監査を計画的に実施し、改善につとめます。 

 

以 上 

（改定履歴） 

制定 平成１９年 ４月 １日 

改定 平成２０年 ４月 １日 

改定 平成２３年 ２月 １日 

改定 平成２６年 ４月 １日 

改定 平成２７年１２月 １日 

改定 平成２９年 ５月３０日 



共通 反社会的勢力への対応基本方針

コンプライアンス                           

共－Ⅳ－０９－1

反社会的勢力への対応基本方針

制定平成 23 年 12 月 12 日

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、以下のとおり、

確固たる信念をもって、断固とした姿勢で臨むため、｢反社会的勢力への対応基本方針｣

を定めます。

１．組織としての対応

反社会的勢力に対しては、組織全体としての対応を図るとともに、反社会的勢力に

対する社員の安全を確保します。

２．外部専門機関との連携

平素から、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部の専門機関と緊密な

連携関係を構築します。

３．取引を含めた関係遮断

反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を遮断します。また、反社会的

勢力による不当要求は拒絶します。

４．有事における民事と刑事の法的対応

反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面からの法的対応を行う

こととし、あらゆる民事上の法的対抗手段を講じるとともに、積極的に被害届を出す

など、刑事事件化も躊躇しません。

５．裏取引や資金提供の禁止

反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由とす

るものであっても、事案を隠蔽するための裏取引や資金提供は絶対に行いません。




